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▼ 所要の措置を行う 

▼ 義務の履行を親会社に委託 

▼ 国民に対してユニバーサルサービス義務を負う 

▼ 主務大臣は総務大臣 

金融代理業務 

特別法下の特別会社

▼ 業法で規制 

▼ 主務大臣は内閣総理大臣（金融担当大臣） 

１/３超出資 

業法下の一般会社 

▼ 競争条件に配慮した「所要の措置」 

意見を受けた対応 
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日本郵政㈱（特殊会社）

【必須業務】

 

①郵便業務、②銀行・保険窓口業務、③関連銀行・関連

 
保険会社の株式取得・保有・株主権行使、④印紙の売りさばき

【任意業務（目的達成業務：届出）】

 

郵便局を活用して行う地域住民

 
の利便の増進に資する業務等

【任意業務（目的外業務：届出）】

 

上記の業務の遂行に支障のない範

 
囲内で行う業務

【その他】郵便局（郵便窓口業務、銀行・保険窓口業務を行う営業所）

 
をあまねく全国において利用されることを旨として設置

上場企業並の情報、その他事業計画、事業区分別収支等の公表

関連銀行（一般会社：合併時

 
は郵便貯金銀行）

関連保険会社（一般会

 
社：合併時は郵便保険会社）

・日本郵政㈱と銀行窓口業務契約

 
を締結する銀行

・銀行窓口業務契約＝日本郵政㈱

 
がその責務を果たすために銀行

 
代理業を行うこと等を含む契約

【責務】

 

郵便、簡易な貯蓄・送金・債権債務決済及び簡易に利用でき

 
る生命保険を、利用者本位の簡便な方法で、郵便局で一体的に

 
かつあまねく全国で公平に利用できるようにすること

１／３超の

 
議決権保有

１／３超の

 
議決権保有

銀行窓口業務

 
契約の締結

保険窓口業務

 
契約の締結

・日本郵政㈱と保険窓口業務契約

 
を締結する保険会社

・保険窓口業務契約＝日本郵政㈱

 
がその責務を果たすために保険募

 
集等を行うこと等を含む契約

総務大臣

内閣総理

 大臣（金融

 庁長官）

財務大臣
１／３超の

 
議決権保有

・銀行・保険窓口業

 
務契約の届出

・新規業務の届出

・事業計画認可、

 
取締役選任等認

 
可

・財務諸表、収支

 
状況の提出

・監督、報告・検査

郵政改革

 推進委員会
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）

内閣総理大臣・総務大臣の

 
諮問を受けて、関連銀行・

 
関連保険会社の(新規業務等

 
の）業務の内容・方法に係

 
る届出の基準等を調査審議

 
し、又は勧告に際して意見

 
を述べる

（
同

 
業

 
他

 
社

 
と

 
の
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争
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た
）
業
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・
方
法
を
届
出
（
※
２
）

（※１）この他、日本郵政㈱が行う郵便業務は国土交通大臣の、金融業務は内閣総理大臣（金融庁長官）の、業法に基づく監督を、それぞれ受ける。

（※２）関連銀行（関連保険会社）の業務内容・方法の届出並びにこれに対する勧告及び委員会の調査審議等は、①日本郵政㈱に対する政府の議決権が１／２

 
以下となり、かつ、②関連銀行である郵便貯金銀行（関連保険会社である郵便保険会社）に対する日本郵政㈱の議決権が１／２以下になる等の条件を

 
満たした日以降は不要となる。関連銀行・関連保険会社の双方について不要となった時点で、郵政改革推進委員会は廃止。

（平成23年10月1日合併）

（※１） 意
見



郵政改革の法的枠組み 
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政
株
式
会
社
（
特
別
会
社
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関連銀行 

関連保険会社 

日本郵政株式会社がユニバーサルサー

ビス業務を行うために必要な法定組織 

ゆうちょ銀行 

かんぽ生命 

業務を自由に行い得る業法組織（但し、

関連会社には「所要の措置」） 

銀行法・保険業法 

窓
口
業
務
契
約

郵政改革法案・日本郵政株式会社法案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

代
理
店
契
約

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



郵政改革・検討作業フローチャート 

 
 
 

与党 政府 日本郵政

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

郵政株式処分凍結法案成立（12/4） 

政務三役会議・大臣指示（12/4） 

公開ヒアリング

①（12/11）

政務三役会議

（12/22） 

 

事務局検討 

WT 随時検討 

 
大臣ヒアリング

政策会議① 
（10/28） 

政策会議② 
（12/25） 

公開ヒアリング

②（12/25）

政策会議③（2/8） 
政策会議④（2/10） 
政策会議⑤（2/17） 
政策会議⑥（2/22） 
政策会議⑦（2/23） 
政策会議⑧（2/26） 
政策会議⑨（3/9） 
政策会議⑩（3/24） 
政策会議⑪（3/29） 
政策会議⑫（4/20） 
政策会議⑬（4/20） 
政策会議⑭（4/23） 
政策会議⑮（予定） 

連立与党懇談会 
（10/22） 

国民新党要望書 
（12/15） 

社民党要望書 
（12/18） 

 
 

事務局検討 
WT 随時検討 

事務局検討・追加ヒアリング・WT 

法案（政府原案）閣議決定 

（随時意見聴取） 

素案公表（2/8） 

経営形態（2/22）事業展開（2/23）民営化検証（2/26）

連
立
与
党
内
調
整
（
※
） 

大臣ヒアリング・政務三役調整

限度額・出資比率案公表（3/24） 

閣僚懇談会（3/30）

郵政改革推進室発足（10/27） 

「郵政改革の基本方針」閣議決定（10/20）

法案骨子公表（4/20） 

 
 

連立与党 
検討プロセス 

持株会社取締役会

（10/28） 

 
 
 

地域貢献業務 
有識者会議 
全国 13 地域 

（11/27～12/18）
 
 
 

局会社（11/18）
郵便事業会社（11/20） 
ゆうちょ銀行（11/20） 
持株会社（11/25） 
かんぽ生命（11/26） 

地方公聴会④
新潟（1/20）

地方公聴会③
愛知（1/15）

地方公聴会②
京都（1/14）

地方公聴会①
高知（12/20）

政
府
が
日
本
郵
政
か
ら
随
時
ヒ
ア
リ
ン
グ 

地方公聴会⑥
北海道（2/28）

地方公聴会⑤
福岡（2/21）

（※）国新・社民大臣一任（3/5） 
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